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平成 27年５月 29日 

各  位 

 

会 社 名 株式会社エル・シー・エーホールディングス 

代表者名 代表取締役 桑田 正明 

 （コード：4798 東証第二部） 

問合せ先 取締役 CFO 水野 進 

   （ＴＥＬ（ＩＲ専用）：03-3539-2587） 

 

 

当社の内部管理体制当社の内部管理体制当社の内部管理体制当社の内部管理体制再構築計画について再構築計画について再構築計画について再構築計画についてののののお知らせお知らせお知らせお知らせ    

 

 

当社は、平成 26年２月７日付「特設注意市場銘柄の指定および上場契約違約金の徴求についてのお知

らせ」にてお知らせしたとおり、証券取引等監視委員会等からの有価証券報告書等の虚偽記載に係る勧

告・命令を受けたことを原因として、平成 26 年２月８日付で東京証券取引所（以下、「東証」といいま

す。）より｢特設注意市場銘柄｣に指定され、平成 26 年４月４日付「当社の内部管理体制再構築計画につ

いてのお知らせ」でお知らせした内部管理体制再構築を実施して参りました。 

しかしながら、平成 27 年５月 13 日付「当社株式の特設注意市場銘柄の継続に関するお知らせ」にて

お知らせしましたとおり、その内部管理体制の改善度合いが不十分と判断され、特設注意市場銘柄指定

が継続されることとなりました。つきましては、当社は、この事態を再度深く反省し、内部管理体制の

再構築を行うべく、以下の方針・改善策を作成いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．この 1年間の改善過程から得た当社の主な課題 

   内部管理体制再構築計画実施状況に対する現在、当社が認識する課題は以下の通りだと考えてお

ります。 

 

（１）稟議決裁事項の決裁手続や取締役会承認手続において、必要な審議を経て、意思決定されて

いない事案が頻発していること。（稟議事後決裁や取締役会事後承認の頻発） 

  ・・・取締役会の運営方法、稟議手続の運用の問題 

 

（２）上記（１）に対し、監査役、内部監査室が必要な指摘、実効性を伴った検証が不十分である

こと。 

  ・・・監査役・監査役会の役割・運営方法及び内部監査室の監査実行における実効性の問題 

 

（３）契約の締結における十分な検討や、契約締結以降のその契約履行の実態把握、体系的契約管

理体制の不在 

  ・・・内部統制手続、管理体制の強化の必要性の問題 

 

（４）社内諸規程の実際の事務フローとの乖離 
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  ・・・社内諸規程の運用実態に合わせた整備の実施 

 

（５）法令遵守 

   ・・・法令に抵触する可能性がある場合の十分な審議、検討の未実施の問題 

 

 （６）不動産事業や貸コテージ事業など新規事業の成果を得られていないこと 

・・・新規事業の進出時の十分な検討の未実施、進出後の適切な進捗管理と対応指示体制の不

十分性の問題 

 

（７）開示内容の誤りや適切性及び開示ミスの発生 

・・・適時開示事務手続上の十分な検討未実施の問題 

   

（８）軽井沢所有不動産に関わる管理面の未整備 

  ・・・必要な管理業務の未整備の問題 

 

   上記以外にもさまざまな課題が見つかりましたので、その内容は、以下の「３．内部管理体制再

構築に向けての課題と具体施策」で記載する具体的施策により解決して参ります。 

 

 

２．不祥事に対する責任追及の経過 

   具体的な施策の前に以下の対応を行っており、その状況をお知らせ致します。 

 証券取引等監視委員会等から、過去の有価証券報告書等虚偽記載の指摘を受けた不祥事は、  

旧経営陣の現物出資増資における出資不動産の鑑定評価額を不法に吊り上げ、債務超過解消を

目的に、過大な賃貸収入を評価の基礎とさせながら、一方でその賃料の補填契約を締結すると

いうコンプライアンスを無視した杜撰な対応が原因でした。 

当社は、旧経営陣等への責任追及について、問題の現物出資が実行された当時の取締役、監

査役及び主たる幹部従業員等相手に訴訟や調停を起こしております。本件については、現在も

継続中であり、代理人弁護士の意見も考慮しつつ、判断をしていく方針としております。 

 

 

３．内部管理体制再構築に向けての課題と具体施策 

特設注意市場銘柄指定を受け、平成26年４月４日付にて開示致しました「内部管理体制再構築計

画」のほか、以下の事項を中心に再構築案を作成、実施して参りました。 

今般の特設注意指定銘柄への指定継続の決定を受け、以下の対応を早急に実施いたします。 

 

（１）取締役会・監査役会の強化、運営方法の見直し 

定時取締役会の年間開催予定日はスケジュール化されておりましたが、当初は役員の欠席が

散見されました。そこで、電話会議など工夫を凝らし、直近ではほぼ全員が出席できておりま

す。 

また、取締役会への資料の事前回付は十分に出来ており、検討時間を与えるということも出

来ていると考えますが、逆に事前に検討に加え、質問や疑問が提示されることから会議での活

発な意見のやり取りが減っている傾向もあり、まだ改善の余地はあるものと思っております。
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今後もより一層各自がもっとさまざまな視点で意見具申が出来る状況を作って参ります。 

更に、現状会社運営の主だった部分を社長が率先して進めてはいますが、内部統制の観点か

らみれば、役員間の役割分担の再度見直し及び取締役会並びに監査役の牽制体制の強化を進め

る必要があると考えます。役員の役割分担については５月に見直しを行いました。 

 

また、臨時取締役会の開催が頻発していることが原因で、全員の出席が出来ないケースがあ

り、書面決議や電話会議出席を活用しておりますが、書面決議などは、本来の取締役会の体制

とは言えない部分もあると認識しています。その議題内容の提示の仕方や事前説明の仕方など

には今後もより工夫をして、取締役会の運営をより強化して参ります。 

 

さらに、上記１．（１）でも課題として認識しておりますが、取締役会への「事後承認」付

議についても、今後は、真に緊急且つやむを得ない事由がある場合に限り事後承認を実施して

参りますが、これに該当する場合は極めて限定的であると再認識します。また、監査役会でも

安易な事後承認やガバナンスに関わる問題が見受けられる場合は、問題点の指摘を厳しく行う

ように致します。監査役会として、漫然と監査指摘するのではなく、取締役・取締役会の牽制

のために監査役監査を引き続き実施して参ります。 

 

会議メモの作成、その確認、会議の録音などはきちんと当初計画通りに進めることが出来て

いると思っております。これにより将来的に運営状況及び審議内容を確認できる記録は残せて

おり、引き続き継続して参ります。 

 

  特設注意市場銘柄指定以降、取締役・監査役の人選において、取締役の選任では、検察ＯＢ

の方に社外取締役に就いて頂いております。監査役も会計面に詳しい、公認会計士である山田

氏に監査役に就いて頂きましたが、平成27年２月に一身上の都合により辞任しており、現在は

星野氏に代わっております。星野氏も相応に会計面に明るい方でもあり、従来からの西村監査

役と協働で会計面をしっかり、サポート頂いております。 

 

 

（２）稟議体制の再構築 

全ての決裁事項についての稟議手続を徹底して参りました。しかしながら、上記１．（１）

でも課題として認識しておりますが、一部顧客優先の意識が強かったため、事後稟議や事後決

裁が関係会社も含めて未だに存在しておりますので、真摯に反省し、毎月の全社朝礼時に内部

監査室から社内徹底を図っております。引き続き社内徹底を繰り返し図ると共に事後稟議、事

後決裁については、発生させないよう、支払の段取り、契約の段取り等を良く確認し、早め早

めの対応を心掛けると共に低減を図って参ります。どうしてもやむを得ず事後稟議や事後決裁

が発生する場合は、事前に決裁者に口頭、メール等により説明し、了解を取り、その旨を稟議

書面に記載するなどして明確になるように致します。ただ、安易に事前承認を行い、事後稟議、

事後決裁とならぬよう管理して参ります。 

 

また、関係会社の決裁についても、事後稟議や事後決済を低減させると共に、事前に当社に

稟議申請が必要な事項、更に事前に当社取締役会の承認が必要な事項については、徹底を図っ

て参ります。 
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（３）管理部門（経理財務部・人事総務部等）の体制の強化 

管理については、月次ルーティンワークにおけるダブルチェックの徹底の不備、個別事項に

対するスケジュール確認の不徹底による事務手続の不備、改善点として認識していた稟議承認

前の事務処理の実施や開示手続等における資料内容のチェック不足などが多くありました。今

後は、経理財務部、人事総務部等の人員を総動員して事務手続を見直し、ダブルチェックの徹

底、スケジュール確認による前倒し準備の対応の実施、事務手続実施前の稟議承認等の確認の

徹底、開示資料等の正確性・適切性のチェック実施等を行い、管理体制の強化を図ります。 

更に、コンプライアンス・規程・業務・事務フロー等につき各業務に対する部署内での所属

長によるチェック、管理部門による事業部門へのチェックを実施して参ります。 

 

 

 （４）内部監査について 

内部監査室については、制定されている規程と実務の齟齬のチェックも重要な業務です。例

えば、規程上では、予算を検討する場合、予算管理委員会が主導して作成することとなってい

ますが、子会社も減り、部門も縮小されており、現在では、常勤役員会や取締役会が主導する

形となっています。規程と実務の齟齬をチェックした上で、その指摘に基づき、規程を改訂す

べきか、実務・事務フローを改善すべきかまで含めた総合的な是正勧告までするように致しま

す。上記の例では、実態に合わせ、規程の修正を検討しています。 

また、今回内部監査が形式的だとの指摘も受けました。例えば、契約書が然るべき場所に保

管されているといった形式的なチェックではなく、契約の期限管理が出来ているかとか、契約

の継続や解約の際に、契約に定められている継続手続きや解約手続きが適切に実施されている

かといった実質的なチェック・監査を進めて行くように改善していきます。 

 

一方で新たな人材の採用を（６月半ば入社）を決定しており、人員の増強と監査の実効性を

高めて対処するとともに、事後チェックも遅滞なく実施できる体制を６月には整備します。 

 

監査役、内部監査室、監査法人と連携して三様監査会として監査業務の共有や方向性の統一

を図ってきておりますが、更により深く各監査の精度を上げていきます。 

５月中には、対応方針を決定し、６月より運用可能な状態にしていきます。 

 

 

（５）面談記録の作成とその徹底、社外の方への対応 

社長を中心に作成はほぼ出来ていると認識しておりますが、メール等による証跡の確認が必

ずしも万全とは言えませんでした。面談先との関係や面談状況から証跡を残し難いケースも

多々ありますが、引き続き、複数面談や顧客に事情を説明し協力を得て証跡を１件でも多く得

られるよう即時実施して参ります。 

 

社外の方への対応は、チェックリストを作成することにより、専門機関の情報やネット情報

などを活用して調査を行うと共に、決定のプロセスが分かること、残すことを目的として制定

しました。これについては、一定の有効性は確保出来たと考えております。しかしながら、担

当者によって記載の方法が異なるなど、ルール化出来ていない部分も浮き彫りとなりましたの
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で、何故、この会社に、この方に、この業務を依頼するに至ったのかが分かるように改善を加

えてより、完成度の高いものにして参ります。 

ただ、新規取引先等のチェックリストの形式、内容については、更に経験を重ねて、逐次内

容を見直しより精度の高いものにしていきます。（形式の見直しは５月の取締役会で改訂して

おります。） 

 

 

（６）社内、各社規程等の再見直し 

必要な規程の作成はひとまずなされているものの、上記１．（４）でも課題として認識して

いるとおり、実務との整合性、作成された用語の的確性や各規程相互の関連性、整合性も再度

見直しする必要があります。６月中に規程の見直しを完了し、運用実績を残していけるように

併行して進めて参ります。 

再度、子会社に関する規程内容の再確認と、当社における文書管理、経理処理、予算管理手

続などを再確認し、実態との齟齬を解消するように致します。 

即時見直しに着手し、６月中に当社取締役会で承認し、運用可能な状況に仕上げて参ります。 

 

 

（７）法令遵守 

特設注意指定銘柄への指定以降、グループ間の資金移動について、差押え回避のために不適

切な親子間での資金移動が行われており、コンプライアンス上問題が生じておりました。これ

については弁護士指導の下、当社資金は当社口座で管理するように致しました。更に子会社で

も法令違反の疑義がありました。係る問題を生じさせないように、上場企業としてコンプライ

アンス体制維持のために、現在行っている全社朝礼での勉強会（弁護士による勉強会も含む）

を継続して参ります。上記１．（５）で課題として認識しておりますが、日常の出来事につい

てコンプライアンス意識を常に持ち、不明な点は、弁護士や諸機関に確認をした上で、十分な

検討を行って実施するよう徹底いたします。 

 

 

（８）子会社管理 

グループ戦略会議を引き続き継続し、各子会社の状況把握を行い、子会社管理を徹底して参

ります。現在、子会社の経理業務、資金管理、印章管理を含む契約管理等は、当社で実施して

おり、子会社単独で実施できない体制を構築しております。また、金額等の区分により、当社

の事前稟議、当社取締役会事前承認を求めて管理しており、今後も徹底して参ります。 

北京如水慧については、従来、人員の交流もなくなっており、子会社に対する管理が行えて

いなかったやめ、重要性が低いとの認識から連結対象として来ませんでした。現在でも、事業

面の縮小が続いており、売却を含めて様々な方法を検討しております。 

子会社管理については、当社企業グループの企業価値向上を前提に、引続き再編等も検討し

て参ります。 

また、見直し中の予算作成手続は、子会社の現状に併せ、５月中に見直しを行い、平成28年

５月期予算編成から対応して参ります。 
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（９）契約管理 

上記１．（４）でも課題として認識しておりますが、一部実態のない契約の存在や契約内容

の不明朗な契約の存在が判明いたしました。また、業務委託契約などの諸契約でも成果物に比

較して高額な委託料の支払いなどがありました。これを受けて当社グループは、必要性の認め

られない契約については解約等を進めて参りました。今後、稟議、取締役会審議などの場で契

約の必要性、内容の確認、契約価格の妥当性など必要にして十分な検討を真摯に進めて疑義が

生じない判断・手続きを徹底して参ります。加えて、契約締結後も継続等の期限管理を行うと

共に、その契約の内容、必要性を検証しつつ、必要に応じて契約解除などの管理も行って参り

ます。 

５月中に契約一覧表を作成し、契約の必要性、解約の必要性等を確認し、対応が必要なもの

は６月以降手続を進めていきます。 

 

 

（10）新規事業参入について 

過去の新規事業参入でも失敗が重なったように事前の検討の甘さがありました。同様に平成

26年５月期、重要テーマとして不動産売買事業への参入、軽井沢における貸コテージ事業への

参入を掲げスタートしましたが、いずれも今期実績を残すことが出来ませんでした。特に不動

産事業については紹介案件を取り込み、事前に相応の検討はしたものの、予定と異なる方向に

展開するなど事前の検証能力に疑義を呈されてもやむを得ないような状況となっています。 

今後、不動産案件に関わらず、新規事業に進出する場合は、更にリスクマネジメントを強化

し案件の内容は元より、予見されるリスクの範囲、可能性、事業計画の実現性など、さらに取

締役会も含めて関係者でしっかり内容を詰め、さらに想定しない事態が生じた場合でも、その

回避策を複数検討するなど遂行に懸念の生じる内容を十分検討して進めて参ります。 

 

 

（11）適時開示体制の強化 

適時開示の担当者が少ないこともあり、適時開示の事務対応が十分ではなく、開示内容の不

備及び開示ミスを発生させてしまいました。今後は開示事務フローの見直しを行い、開示事項

発生の確認、適時開示の是非の確認を適切に実施し、適時開示を徹底いたします。 

また、決算発表についても、平成26年５月期については、決算期末日後45日以降の開示とな

りましたが、ネックとなっていました子会社の整理も行ったことから、決算期末日後45日以内

の適正な日数での開示を実施します。          

更に誤った、或いは誤報と取られかねない開示を防止するために開示内容の確認、開示担当

者、情報取扱責任者、代表取締役の他、必要に応じて弁護士等のチェックも行い、取締役会で

の審議も適切に実施します。 

 

 

（12）延滞先への対応 

延滞債務については、返済の目処も立たない現状で、交渉をするのは難しい面もありますが、

保有不動産の売却やファイナンスを実施した場合の弁済交渉を、弁護士の協力を得て進める方

針であります。返済協議が中断している先、未着手の先について弁済に関する協議を進めて参

ります。 
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（13）軽井沢所有不動産に関わる管理面の未整備 

オナーズヒル軽井沢（別荘）については、当社の人員的な問題やそもそも差押えにより賃料

が直接抵当権者に振り込まれていることもあり、現状管理が十分に出来ている状況となってお

りません。（株）オナーズヒル軽井沢やそれに関連する会社との契約も旧経営陣らへの調停に

おいて、両社社長との調停の中で進めており、弁護士とは相談していますが、その整理の契約

締結に至っていません。 

また、抵当権者に差押えを受けていることから、軽井沢に保有する不動産の借地料等の管理

も現在当社に入金されておりません。資金の動きが見えない状況で、管理し難い部分はありま

すが、根抵当権者の協力も得つつ、あるいはオナーズヒル社交渉を進めて、管理を正常化させ

ていきます。また、同物件に係わる債権債務の金額把握も弊社にとっては重要な項目であり、

関係先とも打合せし、管理面を強化する方法を検討して参ります。 

これについては、５月中に打合せを実施し、６月以降借地に関わる賃料管理が出来るよう進

めます。 

 

 

（14）反社会的勢力排除のための施策実施 

現在、反社会的勢力排除のための施策として、反社チェックを行っていますが、タイミング、

深度にバラツキがあります。これは、状況に応じて調査会社の調査まで進めるか、ネット等の

チェック手段で進めるかによるバラツキです。これは、例えば、不動産取引や契約の締結にい

たるものについては、調査会社の調査を実施し、そこまで行う必要がないものは日経テレコン

などを活用するなどのルールを決めて運用をルール化して参ります。このルール化については

６月中に行います。引き続き、確認を徹底して進めていくと共に、更に社内啓蒙に努めて参り

ます。 

 

 

（15）外部専門家の活用 

現状当社企業グループでは、マンパワーの問題や業務への精通度合いから上記の課題や問題

点の早期改善を図るため、当社グループ一人ひとりが問題点を理解し、積極的に改善を図るよ

う徹底して参りますが、時間的な制約もあり、外部専門家の活用も検討して参りたいと考えて

おります。 

 

 

当社は、多額の債務を抱え、資金の問題もありますが、株主の皆様のご期待に応えるため、特設注意

市場銘柄指定の解除に向け、全社一丸となって全力で取り組む所存ですので、引き続きご支援をお願い

申し上げます。 

                                      以 上 
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 【 別紙添付資料 】 タイム・スケジュール 

 

【別 添】 

本頁は、前述した具体的な再構築の内容、スケジュールを一覧化したものです。 

 

タイム・スケジュール 

実 行 課 題 実施目処 備  考 

（１）取締役会・監査役会の強化、運営方法の見直

し 

  

①役員間の役割分担の再度見直し及び取締役

会並びに監査役の牽制体制の強化 

実施済  

②合理的理由のない事後承認の廃止 即時実施  

③取締役会等会議メモの作成、録音等の実施 継続  

（２）稟議体制の再構築   

①合理的理由のない事後稟議の廃止 即時実施  

②関係会社決裁事項の当社事前承認 即時実施  

（３）管理部門(経理財務部・人事総務部等)の体制

の強化 

  

①チェック体制及び事務フロー、規程の見直し ６月中  

（４）内部監査   

①内部監査の人員採用（６月入社決定） ６月  

（５）面談記録の作成とその徹底、社外の方への対

応 

  

①面談記録の作成 継続  

②チェックリストの見直し 承認済  

（６）社内、各社規程等の再見直し 承認済  

①実態に合わせた規程の全般見直し及び改善

指摘事項の反映 

６月中 外部専門家の支援も検討 

（７）法令遵守   

①コンプライアンス研修の実施 継続  

②法令抵触可能性のある事項に対する検証 即時実施  

（８）子会社管理   

①当社での経理実務、資金管理、印章管理を

含む契約管理の実施 

継続  

②関係会社社決裁事項の当社事前承認 継続  

③関係会社の再編検討 継続  

④子社予算作成手続の見直し ６月 平成 27年５月期予算策定で実施 

（９）契約管理   

①契約の洗出し、内容確認及び契約一覧表の

作成 

実施済  
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実 行 課 題 実施目処 備  考 

②契約解消手続の実施 ６月  

（10）不動産事業や貸コテージ事業など新規事業の

成果を得られていないこと 

  

①子会社事業の推進体制構築 継続 平成 27年５月期予算策定で再検討 

（11）適時開示体制の強化   

①開示事務フローの見直し ６月中  

②決算発表の適正化 ７月 平成 27年５月期決算で実施 

③開示内容チェック体制の強化 即時実施  

（12）延滞先への対応   

①延滞先への交渉実施 随時  

（13）軽井沢所有不動産に関わる管理面の未整備   

①管理強化の方法検討 ６月中  

（14）反社会的勢力排除のための施策実施   

①反社会的勢力排除のためのチェック徹底 継続  

（15）外部専門家の活用 随時  

 

以 上 


